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滝澤光正会長が全印工連メッセージを発表
全印工連フォーラム開催される
令和6年新春経営者研修会のご案内
新たな化学物質規制のご案内
産業雇用安定助成金のご案内
北海道印刷関連業協議会 令和6年新年交礼会のご案内
DX認定制度のご案内

北海道遺産

石狩川石狩川
（流域市町村）（流域市町村）

開拓者たちを内陸に運んだ悠久の「道」
大雪山系を源とし、上川、空知、石狩の大平野を形成して日本海に注ぐ大河川。北海道開拓の歴史の中で、度重なる洪水と闘いながらも、交通・物資輸送の道として大きな役割を担い、
また、鮭漁など北海道の歴史と文化が刻み込まれている母なる川。石狩川の地引き網漁は江戸時代に始まり、昭和期には遠方からも多くの見物客が訪れたほどである。
� （北海道遺産公式サイト https://www.hokkaidoisan.org/ より引用）



コロナ禍を克服し、広島大会を盛大に開催
臼田真人会長の後を受けて全印

工連会長を拝命したのは3年半前
になる。

全日本印刷文化典の開催は2年
に一度、各地持ち回りであるが、
2020年と2021年の2年間、長野
県での開催を検討していたが、新

型コロナウイルスの感染拡大という未曽有の状況で
の開催は難しいと判断し、やむなく中止という苦渋の
決断をせざるを得なかった。

長野県工組には大変申し訳なく、準備にかけていた
だいたご労苦に対し、改めてお礼を申し上げたい。

ようやくコロナ禍を克服した状況下で、広島大会を
盛大に開催することができた。

広島県工組の皆さんは長野県工組の思いを引き継
いで今大会を成功に導くために一生懸命に準備をさ
れた。

おかげで全国各地から580人の皆さんに登録いた
だいた。

長く厳しいコロナ禍において印刷業界も大きな打
撃を受けたのは事実であり、全印工連会長就任当初か
ら緊急事態宣言下で、どのように組合事業を推進し、
組合の価値を皆さんと共有するか、厳しい決断を迫ら
れた。

一方、常任役員をはじめ理事、各県工組の皆さんの

力添えにより、ITを使ったリモートなど可能なかたち
で新たな組合の価値を皆さんにお伝えすることに苦
心してきた。

「�印刷産業の構造改善」・
「高付加価値コミュニケ—ション産業への転換」

先輩方は、長い間「業態変革」という言葉で事業推
進をされてきた。

浅野健会長当時、今から19年前の2004年に刊行
されたのが全印工連「業態変革推進プラン」である。

全印工連が業態変革という言葉を使い始めた最初
であったと思う。

従来の仕事のやり方ではなく、業態を変え、仕事の
内容を変えなければ社会についていけないという提
言であった。

その後、2010年に刊行されたのが「ソリューショ
ン・プロバイダーへの深化—産業成長戦略提言
2010」である。

当時の会長は水上光啓氏であった。
印刷業は、従来の請負受注型の製造業ではなく、顧

客の課題解決業に転換しなくてはならないという提言
であった。

その後、島村博之会長、臼田真人会長と続き、基本
的に業態変革あるいはソリューション・プロバイダー
への深化という方向性は継承された。

そして、私の会長就任後は、事業の基本方針として、
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高付加価値コミュニケーション産業への
転換を目指す

10月14日に開催された2023全日本印刷文化典広島大会において、滝澤光正全印工連会長から、「高付
加価値コミュニケーションサービス産業への転換」を目指す、熱い全印工連メッセージが全国の組合員へ
向け発せられた。
メッセージの要旨を紹介する。

滝澤全印工連会長がメッセージを発表

滝澤光正
全印工連会長



「印刷産業の構造改善」、「高付加価値コミュニケ—
ション産業への転換」を掲げた。

一方、ここ数年コロナ感染拡大の影響によって、印
刷産業の需要は一変した。

そして社会あるいはお客さんからは、SDGsやカー
ボンニュートラルへの対応などの要求が日に日に高
まっている。

さらに、エネルギー価格や資材価格の高騰がある。
こうした経営課題のなかで、適正な価格転嫁を推進

することが何より重要であることを、地区協議会の席
上はじめ、あらゆる場面で皆さんに話をしてきた。

また、デジタル技術の利活用による一層の生産性
向上、地域社会へのさらなる貢献、そして自社の事業
継続は、今も喫緊の課題として目の前にある。

こうようななか、全印工連では、高付加価値コミュニ
ケーションサービス産業への転換を目指して、「DX
導入による生産性の向上」、「事業領域拡大による新
たな価値の創出」、「サステナブルな事業経営」を3
本の柱として事業を推進している。

新たな価値創出を求め、さまざまな事業を展開
昨年から本格稼働を開始した印刷DX推進システム

「DX-PLAT」は、組合員でグループを構成し、参加企
業を増やすことによって印刷産業全体の構造改善を
図ることになる。

つまり生産協調で、印刷業界全体として無駄な設備
をスリム化する。

そして限られた経営資源を新たな顧客接点により
価値創出を含めた新しい産業への変貌を目指すとい
うことである。

昨年、名古屋で全印工連として初の開催となった
CSRサミットでは、SDGsを企業経営にどう活かすかと
いうテーマのもと、SDGsへの取り組みを見据えた企
業としての新しい調達のあり方について議論した。

今年の夏には、東京でメディアユニバーサルデザイ
ン（MUD）フェアを、一般の方々に向けて初めて開催
した。

夏休み期間中ということもあって、親子連れを含む
1,000人以上の方々が来場するなど、改めてメディア
ユニバーサルデザインの考え方を広く周知すること
ができた。

改めて、印刷産業が担う社会的役割の大きさを発信
し、MUDから広がる印刷可能性に挑戦できたと思う。

昨年から、印刷組合がオリジナルで開発した小規模
印刷会社向け経営情報システム（MIS）の「BRAIN」
の提供を開始した。

経営者や従業員を対象とした教育動画チャンネル
「印カレ」も、コロナ禍を契機に衣替えして、より使
いやすいかたちにし、より一層のコンテンツの充実を
図った。

今年からは、デジタルスキルを身に付けるためのリ
スキリングとして、eラーニング事業「印カレeラーニ
ング」を、組合メリットを最大限活用した価格で提供し
ている。

また、コロナ禍における組合員への対応として、制
度教育事業である印刷営業講座や環境推進工場登録
講習のオンライン化、セミナーの全国各工組へのオン
ライン提供を積極的に推進した。

このほか、全印工連産業戦略デザイン室による長期
的ビションの研究、あるいはカーボンニュートラルプ
ロジェクトチームによる全印工連カーボンニュートラ
ル指針の検討、そして事業承継支援事業、CSR認定制
度の推進、全印工連特別ライセンスプログラム事業
も、より多くの組合員に活用してもらっている。

また、今年度、新しい事業としてケースメソッドセミ
ナーを設定し、来年3月1・2日の両日、若手経営者あ
るいは経営幹部を対象に行うことで、受講者の募集を
開始した。

隣接業界とアライアンスで提供価値の最大化
日本の印刷産業の市場は、1997年の8.9兆円を

ピークに縮小傾向にある。
コロナ禍前までの10年間で年平均約2％程度の減

少が続いている。
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また、かつてのリーマンショックや今回のコロナ禍
など、経済活動の大きな停滞を余儀なくされるような
事態のときには10〜20％の大幅な減少を経験して
いる。

その結果、国の調査では、2020年の印刷産業の出
荷額は4.7兆円にまで減少している。

印刷業界は、このような状況下で生産性の向上を
図っているが、社会のデジタル化、メディアの多様化
の影響により、全体として出荷額の減少は免れないと
思う。

中小印刷会社は、全国いたるところに存在し、地域
の情報伝達を担ってきた、まさになくてならない存在
である。

このまま手をこまねいているだけでは印刷産業の
存在意義はますます減退してしまう。

デジタル化が進展する時流のなかで、従来の印刷
市場の縮小は避けられない。

印刷の仕事、役割は、紙の印刷に留まらず多岐にわ
たることを再認識することが何よりも重要である。

デジタル技術をはじめ先進技術を味方につけるこ
とによって、印刷の活躍の場は拡げられる。

日本印刷産業連合会という上部組織があり、全印
工連をはじめ印刷工業会、フォーム、JAGRA、製本、
GCJ、シール、グラビア、スクリーン、光沢加工紙の10
団体で構成している。

日印産連では、グランドデザイン再構築プロジェク
トを始動させ、議論を重ねている。

そのなかの「新たな印刷産業の事業領域」では、
印刷技術を取り囲む事業領域は、商印、出版、フォー
ム、証券、包装、グラビア、建材、シール、スクリーンデ
ジタルである。

この領域の出荷額が、国の統計で印刷産業の出荷
額ということで定義されているが、ただ、この分野の印
刷市場は縮小傾向にあるのが実情である。

一方、印刷産業の周辺には、BPO、システム開発、デ
ジタルコンテンツ、マーケティングサービス、メタバー

ス、海外市場、観光・地方創生、エレクトロニクス、自動
車関連部品、産業資材、段ボール、セールスプロモー
ション、イベントなど、成長を期待できる領域が数多く
存在する。

印刷会社として、こうした隣接業界とアライアンス
を組み、あるいは連携や協業を進めながら、積極的に
自社の事業領域を請負型受注の紙の印刷だけに留ま
らず、さらに拡大し顧客に対する提供価値の最大化を
図ることが生き残りに向け必要なことである。

地区印刷協議会の改革推進
臼田前会長の頃、私も副会長として全印工連の運

営改革に取り組んできた。
当時作成したのが、今後、中小印刷業者が取り組む

ことをまとめた提言書「Happy Industry ─人々の
暮らしを彩り幸せを創る印刷産業」である。

そのなかに記載してあるのが、地区印刷協議会の
改革である。

全印工連の情報の流れをより活発に、スムーズにし
ていこうという内容である。

ところが、私が会長を引き継いだ途端に新型コロナ
ウイルスが感染拡大し、リアルな地区協は2年間開催
できなかった。

その間、各工組においても多くの理事長が改選期
を迎え、新たな人たちに交代し、全印工連の地区協会
長の多くが交代するなかで、一旦、地区協改革も立ち
止まらざるを得なくなった。

昨年から、改めてリアル地区協を開催するにあた
り、もう一度、地区協改革のネジを巻いて改革を推進
することになった。

つまり各地区協から各工組へ、そして各工組から各
組合員への情報の伝達である。

あるいはその逆方向へ情報をインタラクティブに
淀みなく伝えることができる仕組みに、改めて皆さん
とともに改善したい。

社会のデジタル化に伴い大きな変革期を迎えるな
かで、組合組織もそれに見合ったかたちへと素早く、
柔軟に対応していく必要性を痛感している。

水上元会長が、よく口にしていた組合の意義が「連
帯」、「共済」、「対外窓口」であり、この3つの機能
は普遍である。

ひと口に印刷産業といっても、各社の目指すべき方
向は多様である。

組合員自ら当事者意識を持ち、積極的に組合事業
に参画し、得られる情報を自社の発展につなげるとと
もに、さらなる印刷産業の未来構築に手を携えていき
たい。
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最 初に、主催者を代表して瀬田章弘全印工連産
業戦略デザイン室委員長が、「本日は皆さん

を30年後の未来にお連れする。30年後も人の知り
たい、感動したい、伝えたいという想いは変わらない
が、情報コミュニケーションやテクノロジーは大きく様
変わりしている。一方、足元をみれば閉塞感が漂って
いるが、一番の課題は想像力をなくしていることであ
る。未来は我々が創るものであり、描いたことが次の
未来になる。つまり想像しない未来はない。こういう
会社にしたいとそこへ向かってわくわくした気持ちで
経営することが大事になる。今日はバックキャスティ
ング、SFプロトタイプという手法でイマジネーション
を働かせる時間にした」とあいさつを述べた。

次に、江森克治全印工連産業戦略デザイン室副委
員長が、「当初は、新しい印刷産業ビジョンを作ろうと
スタートした。しかし、現在は印刷物を商品として扱う
ことが我々に共通していることかもしれないが、数年
後にはそれすら共通項でなくなるかもしれない。そう
した状況下で統一のビジョンを出すことに意味がある
のかという議論になった。我々の共通していることは
未来を見ることである。ビジョンとは、ある未来に自
社がどうなっているのか、何を成し遂げるかという宣
言であり、そのビジョンのために未来を考えることは
共通している。今日は、皆さん自身が未来を考え、自
社のビションを作る助けになればと企画した」と趣旨
説明を行った。

今回のフォーラムは、全印工連産業戦略デザイン室
では、2023年がAIやWeb3といった次世代技術が社
会実装され、我々のライフスタイルに変革がもたらさ
れる入口に立っていることから、我々はこの場所から
どのように未来を見据え、経営戦略を立てていけば良
いのかの命題を解くため、未来のターゲットを2050
年に設定し、「SFプロトタイピング」手法を用いて、自
ら望む未来から逆算して現在の舵取りの方向性を見
定める「バックキャスティング」で探索を試みた。

その成果として、2050年の印刷業の姿を描いた小
説「体験のインテグラル」を制作・配付し、執筆者の
吾奏伸氏、SFプロトタイピングの推進者である藤本弘
道氏と、産業戦略デザイン室委員の関野里美氏（セン
トラル印刷・東京都）、岩間奏子氏（北星印刷・山形県）
の4人がパネリストとなり、同委員の今井孝治氏（今
井印刷・東京都）がモデレーターとなり意見を交わし、
バックキャスティングの取り組みの経緯やメリットなど
について意見を交わした。
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全印工連フォーラム開催される

全印工連フォーラムが、10月14日午前9時30分から、広島県広島市のリーガロイヤルホテル広島で、「未
来はバックキャスティングで切り拓け〜事業家魂に火をつけるSFプロトタイピング経営戦略〜」をテーマ
に、全国から組合員約350人が参加して開催された。

SFプロトタイピングで2050年の印刷未来像を描く



道 内中小印刷産業を取り巻く経営環境は、眼前に
迫りつつある、深刻化する人手不足、事業承継

問題、多様な人材育成のための人件費コストの増加、
働き方改革への対応など、課題が山積している状況に
あります。

加えて、3年間猛威を振るった新型コロナウイルス
は、中小印刷産業に限らず、世の中すべての様相を一
変してしまいました。

これらの状況により、今後、従来型の印刷需要の先
細りは否めず、生産性向上では将来を展望できず、
創注にシフトしていかなければならなくなってきてい
ます。

このような状況下ではありますが、我々は、有益な
印刷製品・サービスの提供に努め、国民生活および
文化を支え、人々の暮らしを彩り幸せを創る産業とし

て発展していかなければなりません。
そのため、今回は、今、世の中で注目されている

ChatGPTをはじめとした生成AIをテーマに、印刷業
の関わり方や方向性を探る研修会を開催します。

テキストや画像を生成する「生成系AI」に関する
ニュースが日々賑わっています。

我々が日々使用しているPhotoshopやIllustrator
にもアドビの生成AI「Firefly」が入ってきて、制作の
仕事のワークフローは大きく変わりつつあります。

本研修会では、ChatGPTやFireflyの実演を交えな
がら、印刷業界人が知っておきたい生成AIの基礎知
識をはじめ印刷業の視点で生成AIとの今後の関わり
方・方向性を探って行きます。

経営者・幹部社員様はじめ社員の皆様にも多数ご
参加いただきますようご案内申し上げます。

記

1. 日 時 令和6年1月10日㈬　14：30〜16：00
2. 会 場 札幌グランドホテル（札幌市中央区北1条西4丁目　電話011-261-3311）
3. テ ー マ 生成AIと印刷業の関わり方・方向性を探る
4. 講 師 株式会社スイッチ　代表取締役　鷹野雅弘 氏
5. 参 加 費 無　料
6. 定 員 50人（定員になり次第締め切ります。）
7. 申 込 期 日 令和5年12月22日㈮
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��������������������  株式会社スイッチ 代表取締役
グラフィックデザイン、エディトリアルデザイン、ウェブ制作の分野で、デザイン、オペレーション、
設計・ディレクションなど、25年以上、第一線で手を動かし続けている。
そのノウハウをテクニカルライティングや講演に落とし込み、「制作→執筆→講演」のサイクル
を回す。

テクニカルライターとして30冊以上の著書を持ち、総販売数は18万部を超える。
2015年から大阪芸術大学客員教授。
2017年からAdobe Community Evangelist。
2005年からウェブ制作者向けのセミナーイベント「CSS Nite」を主宰。
DTP制作者向けの情報サイトDTP Transitは18年目に突入、X（旧Twitter：フォロワー9万超）、note、ライブ配信
のオンラインセミナーなどに手を広げている。

『#朝までイラレ』や『#朝までフォトショ』を主催。

講師プロフィール
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「令和6年新春経営者研修会」開催のご案内

北海道印刷工業組合は、「令和6年新春経営者研修会」を、1月10日、札幌グランドホテルで、「生成AI
と印刷業の関わり方・方向性を探る」をテーマに開催します。

〜生成AIと印刷業の関わり方・方向性を探る〜



「労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令（令和４年政令第 51号）」「労働安全衛生規則等の一部を改正する省令（令和 4年厚生労働省令第 91号）」等
の主要な内容を分かりやすく解説することを目的としたものです。改正の詳細については、これらの政令、省令をご確認ください。

北海道の印刷 第811号8
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北海道の印刷 第811号10

新年交礼会は、令和6年の新春に鑑み、印刷業界ならびに関連業界の皆様が一堂に集い、今回は4年振りに本来
の形式で、参加者が自由に交流・賀詞交換等が行えるよう運営される。

日 時 令和6年１月１０日㈬　午後５時
会 場 札幌グランドホテル（札幌市中央区北1条西4丁目　電話011-261-3311）
会 費 １２，０００円

北海道印刷関連業協議会 令和6年新年交礼会のご案内

DX認定制度のご案内

北海道印刷関連業協議会の令和6年新年交礼会が下記により開催される。

ビジョン策定や戦略・体制の整備などを既に行い、DX推進の準備が整って
いる事業者（DX-Ready）を経済産業省が認定します。

DX 認定　IPA 検 索
扌扌

事業
スキーム

【「情報処理の促進に関する法律」に基づく認定制度（DX認定制度）】
対 象 者 全ての事業者（法人と個人事業者。法人は公益法人等も含む）

認定要件 デジタルガバナンス・コード2.0（経営者に求められる企業価値向上に向け、実践すべき事柄）に基づ
く認定基準を満たしていること※1

メリット

①DX認定事業者はIPAのホームページで公表
②認定事業者は右記のロゴマークの利用が可能
③上記により「自社がDXに積極的に取り組んでいる企業」であることをPR可能
④下記の支援措置を受けることが可能

支援措置 ①DX投資促進税制　②日本政策金融公庫による融資
③中小企業信用保険法の特例　④人材開発支援助成金（人への投資促進コース）

申 請 通年で申請可能（webサイト（DX推進ポータル）から申請）
申請から認定取得までの標準処理期間は60日　※gBizIDの事前取得が必要

有効期間 2年間

相談窓口 DX認定制度事務局（（独）情報処理推進機構）ikc-dxcp@ipa.go.jp
窓口応対時間10：00〜18：00（土・日・祝日を除く平日：月曜日～金曜日）

※1：申請のガイダンスは事務局Webページをご覧ください。https://www.ipa.go.jp/ikc/info/dxcp.html

〈ご参考：DX推進指標〉
DX推進指標はDXの推進状況を自己診断するためのツールです。
詳しくは下記および右記QRコードの「自己診断結果入力サイト」をご覧ください。
https://www.ipa.go.jp/ikc/info/dxpi.html

北海道経済産業局窓口 地域経済部製造・情報産業課　TEL：011-709-2311（内線2565）
E-mail：bzl-hokkaido-seizojoho@meti.go.jp


